	広告業


足もとの売上・利益は、大手は好調、中小は横ばいである。インターネット広告などのデジタル分野が急成長している。大阪においては、クライアントである大手企業の不調や、企業合併等に伴う東京への本社機能の一本化などによって、大手クライアントからの受注は減少しているという。

業界の概要
広告業界は、経済産業省「平成27年特定サービス産業実態調査報告書　広告業編」を参考にすると、①広告代理業など、依頼人のために、広告に係る企画立案、マーケティング、コンテンツの作成、広告媒体の選択等、総合的なサービスを提供する事業所、新聞、雑誌、ラジオ、テレビ、インターネットその他の広告媒体のスペース又は時間を当該広告媒体企業と契約し、依頼人のために広告する業務②看板、広告塔など、屋外において広告物の表示を行う業務③フリーペーパー、ミニコミ紙など、自ら広告媒体を発行し、広告収入を得る業務④折込広告、ダイレクトメールなどの業務、といった大まかに分けて４分野の業務を行う業界である。また、業務種類は、①マスコミ４媒体（新聞、雑誌、テレビ、ラジオ）広告②交通広告③インターネット広告④屋外広告⑤折込・ダイレクトメール⑥ＳＰ（セールスプロモーション）・ＰＲ（企業の文化イベント企画などのパブリックリレーションズ）・催事（イベント）企画（企業イメージ向上や販売促進のために実施する催事）⑦その他（電話帳広告など）、などに分類される。
大手広告代理店は、新聞広告の取り扱いを起源とする。一般に、広告会社の売上は３月が最も多いが、海外に関わる場合は年末に翌年の案件が決まる。一般に広告業は、owned media（自前のメディア）、paid media（お金を払うメディア：新聞広告など）、earned media（ＳＮＳなど、話題提供）という３つのマーケティングのアプローチがあるという。
　広告業の業界構造を従業者規模別に見ると、従業者数９人以下で全体の約74％を占めることから、小規模事業所が多い（経済産業省「平成27年特定サービス産業実態調査報告書　広告業編」。以下同じ。）。一方、年間売上高は、従業者数100人以上で約58％と、大規模事業所で全体の過半を占める。
大阪の地位
都道府県別事業所数を見ると、全国9,193事業所のうち、29.7％が東京都、10.6％が大阪府、6.8％が愛知県、5.1％が福岡県、4.0％が神奈川県で、これらの都市合計で56.2％と過半を超えており、大都市立地型の産業である。また、従業者数は、全国では119,850人で、東京都が48.9％を占めており、大阪府が10.9％、愛知県が6.5％と続いており、東京に集中している。年間売上高は約8.1兆円であり、その内東京都が64.9％を占め、大阪府が10.9％と続くが、さらに東京への集中傾向が見られる。
大阪における広告会社の立地は、北区、西区、中央区あたりに多い。長期的に見れば、大阪においては、クライアントである大手企業の不調や、企業合併等に伴う東京への本社機能の一本化などによって、大手クライアントからの受注は減少しているという。一方で、東京において成長しているのは、外資系も含むデジタル系の新規サービス・ゲーム・クライアントである。東京と大阪を比べると、映像系のＣＭの場合、受注単価は２倍以上の開きがあるケースもあるという。福岡も近年伸びは大きく、通販会社やデジタル・コンテンツの拠点となっているためである。
業界全体の動向

従来はマスコミ４媒体（新聞、雑誌、ラジオ、テレビ）がメイン・クライアントであったが、ここ最近急激に伸びているのがインターネット広告などのデジタル分野である。表１を見ると、マスコミ４媒体の売上は大幅な減少傾向にあり、特に大阪府は平成27年において、75.6％とかなり大幅に減少している。インターネット広告は、全国で、対前年比128.1％（平成26年）、同110.2％（27年）と伸びている。平成27年においては、大阪府のインターネット広告は、対前年比98％とあまり振るわない中、東京都は同108.5％と伸びている。表２を見ると、平成27年において４媒体計の大阪府のシェアは12.4％で、東京都66.7％である。一方、インターネット広告は大阪、同4.6％のところ、東京、同87.3％と東京にかなりの程度集中している。

ただし、このデジタル分野の広告制作は、かなり手間がかかるという。また最近では、製造業などをはじめとするB to B関連企業の広告も増えている。採用などを意識した企業イメージ向上のためである。さらには、エネルギー自由化の関連分野やゲーム関連なども成長分野である。一方、自動車の広告は、円高によって減少したという。
テレビ、ラジオの広告は、従来はDVDなどの電子媒体に記録させ、クライアントに持ち込んでいたが、今年の４月より、電子送稿という、広告物をオンラインで送るシステムが業界に導入された。ただし、欧米では電子送稿は早期に導入されており、日本における導入は遅れている。テレビや新聞などの広告媒体と広告代理店との取次ぎなどを行う小規模なプロダクションが大阪にも多くあったが、次第に減ってきたという。電子送稿の導入によって、さらなる減少が見込まれる。
売上・利益は、大手は好調、中小は横ばい
大手の売上は好調であり、利益も好調である。中堅のある企業では、大手クライアントの不調により、ここ数年は不調である。中小規模ではクライアントである大手企業からのWEB制作やサイト運営などを定期的に受注することで、安定的な売り上げを確保している企業もある。こうしたWEBに関する受注は利益率が高いという。ただしこの企業では、大手からの受注が１-３月期は不調であったという。一方で、フリーペーパーなどを主に受注する企業では、買い取った広告枠を集められずに在庫となってしまったため、１-３月期の売上は横ばいで、利益が少し悪かったケースもある。

採用は好調
大手における採用は増加しているという。中堅規模の企業では、採用はコンスタントに行っており、中小規模の企業でも昨年度、新卒のデザイナーを採用したケースや、今年度、営業職で新卒を採用したケース、また、昨年度、制作で新卒を採用したケースなどがある。この業界は独立などでの離職率が高いため、定期的に採用しているという。
賞与は出せていない企業もあるが、順調に利益を出している企業は、賞与も出している。社員が減ったため、給与はベースアップしたというケースもあった。

　効率化への取り組み
　どこもコストの大半は人件費である。社員の業務の外注を進めるなど、効率化を図っているケースや、安定的に受注が見込める業務を若手に任せるなど、効率化に取り組んでいる。ある中小事業者では、残業を極力ゼロに抑えるという取り組みも行っている。

　新たな取り組み

地域を限定し、地域の飲食店の情報などを載せたミニコミ紙を発行するという取り組みも聞かれた。また、広告のみでなく、販売促進やマーケティング分析を行い、クライアントに提案するなど、総合的なサービスを提供する動きも見られる。
　今後の見通し
　急成長するインターネット広告などのデジタル分野は、大手広告代理店においても、熾烈な争奪戦の様相を呈している。さらに、この分野に参入している、急成長する若い会社の台頭もあり、各社においてどのようなポジションを取るかが今後を左右するという。また、IoT（インターネット・オブ・シングス。様々な「モノ（物）」がインターネットにつながること）は、広告業界がどのように関わるか、未だ見えていない所も多く、今後、ターニングポイントになるという。また、広告の対象はマスからローカルまたは個人に変わってきており、細かいセグメントごとの対応が必要となる。
（福井　紳也）
※広告業の前回の調査時期は、平成24年７～９月期

表１　広告業の媒体別年間売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円、％）
[image: image1.emf]平成21年 92,770 - 38,039 - 9,441 - 5,324 - 21,729 - 1,545 - 6,792 - 47,939 (0.0)

22年 83,276 (89.8) 33,078 (87.0) 7,862 (83.3) 4,208 (79.0) 19,766 (91.0) 1,242 (80.4) 6,761 (99.5) 43,437 (90.6)

25年 89,289 - 36,120 - 8,800 - 4,232 - 21,817 - 1,270 - 6,681 - 46,488(107.0)

26年 80,555 (90.2) 32,179 (89.1) 7,467 (84.8) 2,865 (67.7) 20,743 (95.1) 1,104 (87.0) 8,557(128.1) 39,820 (85.7)

27年 78,883 (97.9) 29,548 (91.8) 6,516 (87.3) 2,693 (94.0) 19,335 (93.2) 1,004 (90.9) 9,428(110.2) 39,907(100.2)

平成21年 57,582 - 25,715 - 5,430 - 4,046 - 15,403 - 836 - 5,537 - 26,331 (0.0)

22年 51,975 (90.3) 22,257 (86.6) 4,534 (83.5) 3,095 (76.5) 14,009 (91.0) 619 (74.1) 5,284 (95.4) 24,433 (92.8)

25年 54,364 - 23,266 - 4,784 - 2,876 - 15,046 - 559 - 5,568 - 25,530(104.5)

26年 50,459 (92.8) 21,007 (90.3) 4,039 (84.4) 2,013 (70.0) 14,399 (95.7) 556 (99.4) 7,586(136.2) 21,866 (85.6)

27年 51,550(102.2) 19,702 (93.8) 3,681 (91.1) 1,742 (86.5) 13,785 (95.7) 493 (88.8) 8,234(108.5) 23,614(108.0)

平成21年 11,437 - 5,343 - 1,317 - 474 - 3,349 - 203 - 556 - 5,538 (0.0)

22年 10,191 (89.1) 4,596 (86.0) 957 (72.6) 450 (95.0) 3,032 (90.5) 157 (77.5) 829(149.0) 4,767 (86.1)

25年 11,551 - 5,153 - 989 - 577 - 3,368 - 219 - 427 - 5,971(125.3)

26年 9,545 (82.6) 4,826 (93.7) 976 (98.7) 310 (53.7) 3,364 (99.9) 176 (80.1) 443(103.9) 4,275 (71.6)

27年 8,544 (89.5) 3,650 (75.6) 786 (80.5) 327(105.4) 2,436 (72.4) 102 (58.1) 435 (98.0) 4,459(104.3)
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資料：経済産業省「特定サービス産業実態調査」。
注１：（　）内は対前年比。注２：その他は、交通広告、屋外広告、折込み・ダイレクトメール、SP・PR・催事企画、左記以外のその他。
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東京 65.3 66.7 56.5 64.7 71.3 49.1 87.3 59.2

神奈川 1.0 0.4 0.6 0.6 0.3 0.3 1.1 1.5

愛知 4.6 3.7 3.6 7.1 3.3 3.6 2.4 5.7

大阪 10.8 12.4 12.1 12.1 12.6 10.2 4.6 11.2

福岡 3.0 4.3 5.0 1.9 4.1 9.5 1.8 2.4


資料：経済産業省「特定サービス産業実態調査」。
大阪産業経済リサーチセンター
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